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自殺危機対策チーム事業の目的

こどもの自殺防止に向けた学校等支援者の負担軽減

こどもの自殺危機への迅速かつ適切な対応

・ 自殺危機への対応に慣れている専門家の助言や支援を受け、 迅速かつ適切な支援を行えるよう な
り 、 こ ども ・ 若者の自殺防止が期待できる。

学校・ 教育委員会の負担軽減

・ 自殺に至る可能性のある生徒やその保護者対応方法について、 専門家から意見がもらえる。
・ 地域資源（ 支援者、 支援機関） について新たに知り 、 学校での支援体制づく り になる。

自殺のリ スクを抱えた生徒の家族全体への包括的な支援

・ 自殺リ スクの背景に家庭問題等がある場合、 学校のみでは介入が難しいケースもあり 、 危機対応
チームによる支援を受けるこ と で家庭へのアプローチも可能になる。

地域の自殺対策力の向上

・ ケース対応を重ねていく 中で、 学校、 教育委員会、 市町村の支援者間で自殺対応の知見やスキル
が獲得され、 学校を中心と した地域での自殺対策のネッ ト ワークの構築が可能になる。



【 目的・ 業務内容】
「 こ どもまんなか熊本・ 実現計画」 に盛り 込む「 こども ・ 若者の自殺対策」 の取組みを推進するため実施する。
チームの活動内容は、 自殺リ スクのアセスメ ント や専門的な助言、 支援後のフォローアップ等に関して協議し支援する。
※自殺危機対応チームと は・ ・ ・ 精神科医、 心理士、 保健師、 精神保健福祉士、 弁護士等の専門家で構成し、 地域で自殺対策に取

り 組む市町村等の支援者への支援を行う 。 国が策定した「 こどもの自殺対策緊急強化プラン」 （ R5.6月） において、 各都道
府県等への設置が進められている。

※業務の詳細なフロー図は下記のと おり 。
【 事業概要】
○予算額： ５ ０ ０ 千円

［ 内訳］ 報償費： 315千円、 旅費105千円、 役務費： 40千円、 需用費： 40千円
○補助割合： 国１ ０ /１ ０

多職種の専門家で構成される「 こ ども ・ 若者自殺危機対応チーム」 を県に設置し、 自殺未遂歴や自
傷行為の経験があるこども ・ 若者など、 市町村等では対応が困難なケースについて、 専門的な助言や

支援を行う 事業を実施する。 事業を実施する。

こ ども ・ 若者自殺危機対応チーム事業
予算額 ５００千円

障がい者支援課

＜目的・概要＞

＜イメージ図＞

市町村・ 教育委員会等

【 支援要請元】
直接支援

本人・ 家族

事務局

専門家チーム 関係機関

③チーム会議の実施

ケースの見立て、 支援方針、 アド バイス等の検討、 進捗報告

①支援要請 ②状況確認
④方針等の

フィ ード バッ ク

⑤（ 必要時） 支援依頼

⑥情報共有・ 連携

関係機関

（ 児童相談所、 警察、

その他の支援機関）

協力医療機関

⑦本人・ 家族

を支援



チーム会議（ 事例検討） のイ メ ージ図

事例検討会
事務局

（ 障がい者支援課）

• 個別事例の説明、 相談事項の報告

• 現場での見立て、 対応、 経過の報告
市町村、 教育委員会等

• 医師、 弁護士、 心理士、 社会福祉士等の専

門家で構成

• ケースの見立て（ リ スクの見極め） 、 支援

方針、 具体的な支援方針に関する助言

• 他の関係機関（ 病院、 福祉施設等） の紹介

自殺対策対応チーム

説明、
報告

情報提供、
助言

チーム会議の要請

チーム会議への
参加の要請

要請の受諾

会議の日程調整

自殺危機対策チームについて、 学校を中心と した地域支援者の自殺対策力の向上、 地域の自殺対策のネッ
ト ワークの構築を目的と して、 生徒への直接支援は原則行わず、 その地域の支援者を支援する。

チームのスタンス



その他の自殺対策の取組について

• 小学生から大学生までの自殺対策を念頭に、 既存のゲート キー
パー養成を強化・ 拡大。 具体的には、 ゲート キーパー養成研修
の中で、 新たに教職員向けの研修を設けるこ と に加え、 これま
で実施してきた民生委員を対象と した研修について、 別枠で主
任児童指導員の養成枠を設ける。

• 大学生向けに実施しているゲート キーパー養成プログラムにつ
いては、 一つの大学で実施していたものを県内の他大学でも取
り 組めるよ う 拡大を図る。


